
平成１６年６月２９日

第９５期（平成　１５ 年４月１日から平成　１６ 年３月　３１ 日まで）
貸 借 対 照 表 な ら び に 損 益 計 算 書

貸 借 対 照 表　　　　　　　　　　　　　２Ｐ

貸借対照表注記　　　　　　　　　　　　　３Ｐ

損 益 計 算 書　　　　　　　　　　　　　４Ｐ

損益計算書注記　　　　　　　　　　　　　４Ｐ

重要な会計方針　　　　　　　　　　　　　５Ｐ～６Ｐ

（表紙を含み全６ページ）



－ 2－

 貸　　借　　対　　照　　表 

（平成 16 年 3 月 31 日現在）  （単位：千円） 
負債及び資本の部資　産　の　部

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

7,186,296
２,０１７,６３３
２,２００,５４０
１,８２０,０００
４８,０００
２５０,０００
３３,５６７
５４６,３１８
１２,３５２
２３９,０８２
１８,４８７
３１４

13,458,017
２,２５０,０００
７,１７８,０００
３,７７６,０３５
２５３,９８２

20,644,313

4,053,053

2,199,185
２,１９９,１８５

12,424,953
８１２,２８４

１０,１８９,８３０
１８９,８３０

１０,０００,０００
１,４２２,８３９

833,093

△　5,080

19,505,206

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
その他の流動負債

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

資 本 金　

資 本 剰 余 金　 　
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

株式等評価差額金　　

自 己 株 式　 　

資 本 合 計

17,112,116
６,３０８,１３７
１,５０７,８８４
５,６８７,５４３
１５０,０３７
３０,４３９

１,２１８,５２１
１,１５３,８３３
８９５,４４２
１８,３４２
２１,４５９
１２１,９３５
△　１,４６１

23,037,403
7,966,298
３,２１９,９４７
２１７,３４１
１,１０７,４６０
２４,６１０
５４９,８８５
２,８４４,４３７
２,６１５
68,209
５９,１６９
９,０３９

15,002,895
５,９５０,８８０
５,６２７,０７０
１,３９４,０００
４,０９７

１,７９６,０１８
４４,４４３
２５５,２５４

△　６８,８６８

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
 有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権

 投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
長期繰延税金資産
保 険 積 立 金
その他の投資その他の資産
貸 倒 引 当 金

40,149,520　負債及び資本合計　40,149,520　 資 産 合 計　
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　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。

２．子会社に対する短期金銭債権 １,６８６,９６７千円
子会社に対する長期金銭債権 １,３９４,０００千円
子会社に対する短期金銭債務 １,０３４,８７８千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 ２２,１６０,９７５千円

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか，生産設備，事務用機器，通
信機器等の一部についてリース契約により使用している。

５．担保に供している資産
有形固定資産 ３,６０５,２８１千円

６．自己株式数 ３４,１６７株　

７．保証債務 ２７０,０６３千円

８．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 ８３３,０９３千円
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損　　益　　計　　算　　書 

 （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）（単位：千円） 

　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。
２．子会社との取引高 売上高 １,８３９,４２９千円
 仕入高 ２,８５２,５８２千円
 営業取引以外の取引高 １,１４８,２０２千円
３．１株当たりの当期純利益 ９円２２銭

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

22,128,558

21,563,691

　
２２,１２８,５５８

１８,６７３,６５３
２,８９０,０３８

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営
業
損
益
の
部

経

常

損

益

の

部

564,866営 業 利 益
265,388

202,554

６０,８７０
１１１,７５７
９２,７６１

１２８,９６７
１１,８０２
６１,７８４

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
固 定 資 産 賃 貸 料
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
雑 損 失

営
業
外
損
益
の
部

627,700経 常 利 益

72,230

　
74,708

　

１,７２８
６５,７６７
４,７３３

９,６６９
５５,４３９
９,６００

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
固定資産除却・売却損
特 別 退 職 給 付 費 用
そ の 他 の 特 別 損 失

特
別
損
益
の
部

625,222税 引 前 当 期 純 利 益
12,352法 人 税 , 住 民 税 及 び 事 業 税
144,102法 人 税 等 調 整 額
468,768当 期 純 利 益
1,014,349前 期 繰 越 利 益
60,278中 間 配 当 額

1,422,839当 期 未 処 分 利 益
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〈重要な会計方針〉
１．有価証券の評価基準及び評価方法
�　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
�　子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式
 移動平均法による原価法

�　そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの
 　期末日の市場価格等に基づく時価法
 　　評価差額：全部資本直入法
 　　売却原価：移 動 平 均 法
 時価のないもの
 　移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
�　製品・仕掛品 個別法による原価法
�　商品・原材料・貯蔵品 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
�　有形固定資産
　　建物 （建物附属設備を除く。） 定額法
　　その他 定率法

�　無形固定資産 定額法
�　少額減価償却資産 取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産

については，事業年度毎に一括して３年間
で均等償却する方法によっている。

�　長期前払費用 均等償却

４．引当金の計上の方法
�　貸倒引当金　　　　　　　　　　　
債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に
より，貸倒懸念債権等，特定の債権については個別に回収可能性を検討し，
回収不能見込額を計上している。
�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務に基づき，
当期末において発生していると認められる額を計上している。
なお，平成　１５ 年１１月に適格退職年金制度を廃止している。これにより，同
制度廃止による退職給付制度の終了に伴う会計処理として，特別退職給付費
用５５,４３９千円を特別損失に計上している。

（ ）
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�　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の
１００％を計上している。
なお，役員退職慰労引当金は，商法施行規則第４３条に規定する引当金で
ある。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっている。

６．消費税等の処理方法
　税抜方式

７．当期より「商法施行規則」（平成１４年３月２９日法務省令第２２号，最終改正平
成１６年３月３０日法務省令第２３号）に基づいて計算書類等を作成している。


